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本文は p.46 へ
日本の科学技術の現状と今後の予測
 ̶科学技術振興による経済・社会・
 　　　国民生活への寄与の定性的評価・分析
 　国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査̶
　科学技術動向研究センターは、第３期科学技術基本計画策定のための資料作成として、
下図の各調査を担当しました。
そのうち、今月は「科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析」
と「国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査」の概要を紹介します。
蜷参考：NISTEP REPORT No.89、No.93
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep089j/idx089j.html
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep093j/idx093j.html
連載概要
第３期科学技術基本計画策定のための資料として科学技術動向研究センターが担当した調査
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１‐１
本調査の目的
　本調査の目的は、科学技術振興
に向けた種々の取り組みが、経済・
社会・国民生活にもたらしたイン
パクトを計測するとともに、各イ
ンパクト実現の過程において有
効であった公的研究開発・支援
の寄与を分析することによって、
今後の科学技術振興における公
的研究開発・支援のあり方を検
討する際に役立つ資料を提供する
ことである。
　科学技術振興には、長期間にわ
たる研究開発投資や市場開拓への
条件整備など多様な施策が関連し
ている。本調査では個別の技術に
着目して、その技術がもたらした
インパクトの内容を把握し、さら
には、そのインパクトを実現する
までの過程において、公的研究開
発・支援が果たした役割を検証す
ることを目指した。
１‐２
事例の抽出
　本調査では、まず、第２期科学
技術基本計画で定められた重点及
び準重点の８分野（ライフサイエ
ンス、情報通信、環境、ナノテク
ノロジー・材料、エネルギー、製
造技術、社会基盤、フロンティア）
に関連する 310技術を過去の技術
予測調査の結果などを基に抽出
し、アンケート調査を通じて、技
術のもたらすインパクトの俯瞰的
な分析を試みた（注１）。次に、アン
ケート結果を踏まえてインパクト
の大きな技術を選定し、それらを
起点とした事例分析を実施した。
８分野のそれぞれについて、過去
10年程度の間に実現し、インパク
トを既にもたらしている技術を各
２事例、今後 10年程度の間に実
現し、今後インパクトをもたらす
と考えられる技術を各２事例抽出
し、計 32技術を事例分析の対象
とした（図表１）。
１‐３
事例分析例
　事例分析に際しては、関係者へ
のインタビューにより、技術のも
たらした（もしくは、今後もたら
すと考えられる）インパクト及び
インパクトの実現過程を包括的に
把握し、各過程における公的研究
開発・支援の位置づけを明らかに
するという手法をとった。以下に、
32事例のうちのひとつである「光
触媒材料」の事例分析の概要を例
示する。
蘆事例：光触媒材料
　光触媒技術は、当初は水素製造
技術として期待されて研究が行わ
れたが、その研究成果は普及には
至らなかった。その後、有機物分
解性の発見、薄膜化技術の進展に
より、セルフクリーニングタイル
や空気浄化等に応用されるように
なり、経済・社会・国民生活への
大きなインパクトを実現した。初
期の技術発展の過程では大学や公
的研究機関における学術研究が中
心であり、1960年代末に水の光分
（ 注 １） ア ン ケ ー ト 結 果：
NISTEP REPORT No.80「 科 学
技術振興による経済・社会・国
民生活への寄与の定性的評価・
分析」平成15年度調査報告書
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解、1980年に有機物分解性の発見
がなされ、これらが技術シーズと
なった。大学による基礎研究は、
単に技術シーズとなっただけでは
なく、1992 年の民間企業による
酸化チタン薄膜開発への技術指導
や超親水性の産学連携による原
理解明等の形で、技術の発展過
程に対して継続的な寄与があっ
た。この間、技術の発展により
基礎研究がさらなる発展を見せ
るという連鎖モデルが実現した。
一方、公的研究機関は、民間企
業が開発したNOX 除去システム
の試験、光触媒ハイブリッド材料
の開発の面での貢献が見られた。
NOX除去装置は技術的には進展し
たが、まだ普及には至っていない。
一方、光触媒ハイブリッド材料は
人工観葉植物等として製品化され
た。光触媒技術のインパクトと公
的研究開発・支援の位置付けを図
表２にまとめる。
　この技術による経済的インパク
トについては、すでに約 400億円
の市場が実現したと推計されて
いる（図表３参照）。社会的イン
図表 1　事例分析の対象技術
分野 実現技術 未実現技術
ライフサイエンス
肺がんの早期発見に有効なヘリカルＣＴ技術
幹細胞による培養自己組織を人工臓器・組織の材料とし
て用いる技術
個人の遺伝子多型等を検出する塩基配列決定技術とその
応用（診断やテーラメイド医療）
遺伝子操作による耐寒・耐乾・耐塩性作物の作出技術
情報通信
高演算速度の並列コンピュータ 垂直磁気記録技術（ハードディスクドライブ用）
ITS（カーナビゲーション、VICS、ETC、交通管理など） ユビキタス・ネットワーク
環境
オゾン層を破壊せず地球温暖化への影響を考慮したフロ
ン・ハロン代替品製造・利用技術
廃棄物処理用ガス化溶融炉及び灰溶融炉技術
内分泌かく乱物質の人体、生体への影響解明技術 二酸化炭素の分離・回収・隔離技術
ナノテクノロジー・
材料
リチウム電池の高密度化・高寿命化技術 カーボンナノチューブ・デバイス技術
光触媒材料 高温超伝導材料
エネルギー
住宅用太陽光発電システム 水素吸蔵合金
天然ガス等からの液体燃料製造・利用技術（GTL、DME） 燃料電池自動車
製造
廃自動車及び廃家電の適正処理技術 マイクロリアクタによる革新的化学品製造技術
レーザを利用した加工技術
多目的看護や身障者への機能補助を行うロボット
（福祉ロボット）
社会基盤
局地的な気象予測技術
地震検知全国ネットワークによる地震動到達前防災シス
テム
地震動による構造物等の挙動シミュレーション技術 難分解性物質等を含む排水の高効率生物処理システム
フロンティア
人工衛星によるリモートセンシング技術
（データの解析・利用技術）
海底からの石油の経済的採取技術
高性能放射光発生技術 準天頂衛星システム
図表 2　光触媒材料技術のインパクトと公的研究開発・支援の位置づけ
科 学 技 術 動 向　2005年 9月号
48 Science & Technology Trends   September  2005 49
日本の科学技術の現状と今後の予測　科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析　国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査
パクトとしては、道路やビルの清
掃コストの削減、農業のハウス栽
培における廃液の浄化問題の解決
への寄与が挙げられる。さらに今
後、道路周辺におけるNOX 除去
等への期待がかけられている。ま
た、国民生活へのインパクトにつ
いては、住宅の外装・内装の清掃
にかかる手間の削減、都市や道路
における美観の向上という点で貢
献している。最近では、光触媒の
性能試験の標準化をめぐり、国際
的に競争がはじまっている。我が
国でも主に経済産業省が関与する
形で、標準化への取り組みを推進
している。
１‐４
技術のもたらす
インパクトの具体的内容
　図表１に示した 32技術の事例
分析を通じて、経済・社会・国民
生活への多種多様なインパクトの
具体的な内容を把握した。これら
をまとめると、図表４～６のよう
になる。経済的インパクトとして
は、「市場（雇用）創出・拡大」、「コ
スト削減」、「経済リスク低減」、「国
際競争力強化」の４種類が主な具
体的内容であった（図表４）。社
会的インパクトとしては、「環境
問題への貢献」、「エネルギー・資
源問題への貢献」、「高齢化等への
対応」、「社会インフラ・防災性向
上」の４種類が主な具体的内容で
あった（図表５）。また、国民生
活へのインパクトとしては、「国
民の生命・生活確保」、「国民の健
康維持・回復」、「国民の利便性・
快適性の向上」、「国民意識・ライ
フスタイルの変革」の４種類が主
な具体的内容であった（図表６）。
１‐５
インパクト実現に対する
公的研究開発・支援の寄与
　32事例に対するインパクト実現
過程の詳細な分析の結果、科学技
術の進展とインパクト実現に対す
る公的研究開発・支援の寄与を、
図表７に示したような①～④に分
類することが可能であった。技術
出所： 光触媒製品フォーラム資料（2003 年からの浄化
機器の金額急増は、集計方式の変更によるもの（従
前はフィルタ部分のみ、事後は機器全体の金額と
して計算している）
図表 3　光触媒応用製品の市場規模推移
図表 4　経済的インパクトの具体事例
インパクト種類 具体的内容例
市場（雇用）創出・拡大
レーザ加工 約3,000億円（現在）のレーザ加工機市場創出（2010年には約 6,000 億円）
住宅用太陽電池 約 1,500億円（世界一）の太陽光発電システム市場創出（2010年には約 4000億円）
ITS技術 関連市場 8,814 億円（20115年には約７兆円）
光触媒 関連市場約400億円
水素急蔵材料 約３兆円の水素供給ビジネス市場創出の期待
カーボンナノチューブ ディスプレイ市場約1800億円、集積回路約 1,200 億円の市場創出の期待（2010年）
コスト削減
並列スパコン 自動車や医薬品等で製品開発・試作コスト削減
局地的気象予測 天候依存型産業（流通、建設等）の業務効率化
高音超伝導材料 約3,700億円相当の送電ロス削減の期待
ITS技術 交通渋滞解消による社会的コスト削減等（１兆円規模の期待）
経済リスク低減
内分泌かく乱解明 有害化学物質のスクリーニングによる化学物質被害の再発防止の期待
地震動シミュレーション 災害による被害の防止・軽減
難分解性物質処理 適切な排水処理による農産物の価格維持の期待
国際競争力強化
レーザ加工技術 機械加工・微細加工等によるものづくり競争力向上（自動車、電子産業等）
フロン・ハロン代替 他国企業に先駆けた規制への対応による国際競争力向上（空調機器産業）
（注）市場（雇用）創出・拡大、コスト削減の数値は、日本における値である。
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のインパクト実現までの過程にお
いては、研究開発への投資のよう
な直接的な寄与（①、②）のみで
なく、調達や研究基盤整備といっ
た間接的な寄与（③、④）も公的
部門の役割としては重要であるこ
とが明らかになった。
　技術がインパクトを実現する過
程には、リニアモデル、連鎖モデ
ルなど多様な道筋があるが、技術
の特徴に応じて公的研究開発・支
援が様々な形で寄与することで、
技術のインパクトは実現されて
いる。ここで重要なことは、①～
④が単発的に実施されるのではな
く、「出口」（経済、社会、国民生
活へのインパクト）までの「道筋」
を想定した上で、公的研究開発・
支援を効率よく実施する必要があ
るという点である。
１‐６
本調査より得られた
政策的インプリケーション
　本調査を通じて、科学技術は経
済、社会、国民生活へ幅広いイン
パクトを与えていること、そして、
インパクト実現においては公的研
究開発・支援がさまざまな形態で
寄与していることが確認された。
以下に、技術がインパクト実現に
図表 5　社会的インパクトの具体事例
インパクト種類 具体的内容例
環境問題への貢献
フロン・ハロン代替 オゾン層破壊防止（国際的取り決めの履行）
リサイクル 自動車・家電等の廃棄物の一層の削減（年間約76万 t）
燃料電池自動車 現在の 0.5％程度のCO2 排出削減の期待（年間約 6,000 t - CO2：2020年）
CO2 分離回収隔離 現在の 0.8％程度のCO2 排出削減の期待（年間約 1,000 t - CO2：2015年）
溶融炉 最終処分廃棄物量の削減の期待
エネルギー・
資源問題への貢献
住宅用太陽電池
約22万戸に普及（世界一）、
国産エネルギー増加の期待（発電シェア、現在0.1％→ 2030年 10％へ）
ガス化燃料 エネルギー源の多様化による石油依存度縮小の期待
高齢化等への対応
再生医療 疾病等に対する完治可能性向上の期待
看護・補助ロボット 介護者、被介護者双方の負担減少の期待
社会インフラ・
防災性向上
地震動シミュレーション 道路や橋梁、ビルや住宅などの地震に対する安全性向上
衛星リモートセンシング 地震や火山等、災害・被害情報の伝達による対応・対策の有効性向上
地震波到達前防災 都市の地震に対する安全性向上（火災防止、都市機能の早期復旧）の期待
その他
並列スパコン
米国の科学技術政策への影響（地球シミュレータによる世界最高の計算速度達成が米国の
政策に影響）
放射光 世界最高性能の施設（SPring-8）による国際的地位向上、考古学調査等へも応用
遺伝子操作作物
世界的な食糧危機における食料生産力向上に対する国際貢献への期待（中国、アフリカ等
の乾燥地域や塩害地域における食料生産）
図表 6　国民生活へのインパクトの具体事例
インパクト種類 具体的内容例
国民の生命・
生活確保
ヘリカルCT技術 肺がんの早期発見による治療効果向上
準天頂衛星 子どもや高齢者等の位置検出による被害・事故・犯罪等の被害削減の期待
国民の健康維持・
回復
塩基配列決定技術 難治性疾患の治癒や副作用のない治療の期待
マイクロリアクタ 多項目・高速の臨床検査・診断による検査負担軽減、患者による自己・日常検査の簡便化の期待
国民の利便性・
快適性の向上
光触媒 防汚機能を有するタイル、防曇機能を有する車両ミラーによる美観・快適性向上
リチウムイオン電池 携帯電話やモバイルPC等、電子機器の小型・軽量化といった利便性の向上
ITS技術
交通渋滞改善および自動車運転や運転環境の快適性向上およびガソリンスタンド、駐車場、
ドライブスルー等における支払の簡便化の期待
国民意識・ライフ
スタイルの変革
太陽電池システム 省エネルギーに対する意識の向上
リサイクル リサイクルに対する意識の向上
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到るシステムを効率よく機能させ
る上での留意点をまとめて示す。
蘆公的部門の役割の重要性
　技術の性格に応じて公的研究開
発・支援の関与の仕方は異なる。
最終的なインパクト実現までの過
程で、公的部門は多様な役割を果
たしている。科学技術振興による
経済・社会・国民生活へのインパ
クトをより一層拡大させるには、
今後さらなる公的研究開発・支援
の充実を要する。
蘆基礎研究の重要性
　技術がインパクトを実現する過
程には多様な道筋があるが、その
基盤として厚みのある基礎研究が
不可欠である。具体的には基礎研
究の多様性の確保及び継続的な実
施が求められる。基礎研究は、発
明・発見を通じた技術シーズの提
供、原理の解明による民間におけ
る技術開発の進展、基礎研究を通
じた人材の厚みの形成などを通じ
て、インパクトの実現に寄与する。
蘆「出口」までの「道筋」の考慮
　「出口」（経済、社会、国民生活
へのインパクト）までの「道筋」
を想定し、研究開発と並行してイ
ンパクト実現に必要な環境を整備
することが重要である。インパク
トを実現する上で律速要因が何で
あるかのシステム分析を随時行っ
ていくことも必要である。また、
技術の進展及び社会環境等の変化
がともに激しいことを踏まえて、
柔軟性のある公的研究開発・支援
が求められる。
蘆調達や研究基盤整備などの重要性
　技術のインパクト実現までの
過程においては、研究開発への直
接的な寄与のみでなく、調達や研
究基盤整備といった間接的な寄与
も公的部門の役割として重要であ
る。特に、調達に関しては技術を
政府が積極的に導入することで一
定量の市場を確保し、民間におけ
る継続的な技術開発を可能とする
という点で、技術のインパクト実
現において大きな寄与がある。今
後は、産業に軸足のある研究開発
の推進の手段として、特に「調達」
を明確に位置づける必要があるだ
ろう。
図表 7　公的研究開発・支援の位置付け
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２‐１
本調査の目的
　第１期及び第２期の科学技術基
本計画実施中の政府研究開発投資
は増額されてきた。第３期にも政
府科学技術投資の維持あるいは拡
大を検討する場合には、その前提
として、これまでの研究投資成果
を国民の目に見える形で積極的に
情報発信することが求められる。
本調査は、第１期及び第２期の科
学技術基本計画実施中に政府研究
開発予算の主な投資先であった国
公立大学及び公的研究機関におけ
る代表的成果（あるいは大きな進
展）をアンケートの形で収集し、
それらの成果が多様な意義をもつ
ことを勘案しつつ取りまとめ、基
本計画の達成効果を示す一資料と
なることを目的とした。
２‐２
調査方法
盧調査の基本方針
　本アンケート調査における成果
の収集方法の方針は以下の４点で
ある。
①成果を所属機関別に問う
　 　本調査では、機関としてのミ
ッション型の成果も研究者個人
に由来する研究開発成果もすべ
て当該機関に所属するうえで成
されたものと仮定し、機関別に
各機関の代表者から回答を得る
形をとった。
②成果の意義を問う
　 　本調査では、代表的な成果名
を問うのみならず、それらの成
果の結果もたらされた意義につ
いても回答を求めた。研究開発
成果は多様な意義をもたらすも
のと仮定し、また、ひとつの成
果に対して複数の意義が生じう
るとした。さらに、各意義には、
基本計画実施中に実現したもの
と今後に期待されるものがある
とした。
③ 科学技術基本計画の期間中にお
ける成果を問う
　 　本調査では、第１期及び第
２期の科学技術基本計画期間中
（1996 以降）に達成された成果
及び同期間中の大きな進展に注
目した。
④回答は任意である
　 　本調査では、回答の有無、回
答件数、詳細データ付属等はす
べて任意であるとした。
盪調査の具体的方法
　本調査では郵送によりアンケー
ト調査票を送付し、郵送あるいは
メールにより回答を回収した。調
査対象は、国公立大学（含む大学
共同利用機関）及び公的研究機関
のうち、科学技術の研究開発を行
なっているとみなされる機関であ
る。私立大学等については、主た
る研究開発費用が公的投資とは限
らないため、本調査の対象外とし
た。また、アンケートの発送先は、
各機関の機関長（学長、理事長等）
であるが、大学等に関しては回答
者として研究（学術）担当理事（相
当）を指名した。
　回答の有無及び回答件数は任意
であり、自己申告により機関ごと
に代表的成果（あるいは大きな進
展）を回答することとした。また、
それぞれの成果について、自己評
2   国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表 8　本調査における成果（進展）の意義の分類
成果（進展）の意義 内容例
新原理・新発見・大発明
新原理・新定理の提案、科学的大発見、未達成技術の実現、等によって、高い外部評価（受賞・表彰等）を
受けたもの
新研究領域の開拓 新たな研究領域の発掘・開拓・発展
研究開発インフラの整備
新施設・新設備の運用・活用実績、新サービス運用・活用実績（データベース等）、
新センター・新プロジェクトの発足・推進、等
環境・社会への貢献
地球環境改善への貢献、安全・安心な社会への貢献等において、明らかな効果が認められたもの
（例：エネルギー問題解決、社会資本の改善、等）
国民生活・地域への貢献
国民生活の質向上や地域生活の問題解決等において、明らかな効果が認められたもの
（例：医療・福祉の向上、生活利便性向上、地域課題の解決等）
国際社会への貢献 めざましい効果を挙げた国際的な活動あるいは国際貢献、等
市場創出・新事業・起業
研究成果の実用化あるいは製品化による新市場創出、公共サービスや産業界への技術移転あるいは事業化、
研究成果を基にした起業および成功、等
その他の経済効果 研究成果がコスト削減、製品・サービス改善、産業競争力向上に貢献等
その他 上記に分類されない成果（例：標準ソフトウエア、規格・基準の整備、等）
科 学 技 術 動 向　2005年 9月号
52 Science & Technology Trends   September  2005 53
日本の科学技術の現状と今後の予測　科学技術振興による経済・社会・国民生活への寄与の定性的評価・分析　国公立大学及び公的研究機関の代表的成果調査
最大の
意義
成果名 研究機関名
???????????
ニュートリノ天文物理学の開拓から始まった素粒子物理の飛躍的発展 東京大学
比較認知科学研究：「進化の隣人」チンパンジーと習得する知識や技術とその世代間伝播など霊長類を対象とした
比較研究による人間の心の進化的基盤の解明
京都大学
すばる望遠鏡の建設と宇宙の解明 自然科学研究機構国立天文台
イネゲノム解析：イネゲノム塩基配列完全解読を達成 C農業生物資源研究所
知識メディア技術：知識の連携統合と再利用のための再編集・再流通メディア技術 北海道大学
がんの本態解明と予防、診断、治療法の開発 国立がんセンター研究所
Ｂファクトリーによる素粒子物理学研究の推進 高エネルギー加速器研究機構
ヒトES細胞の樹立と分配体制の確立 京都大学
技術試験衛星「おりひめ／ひこぼし」の開発及び運用：自動ランデブ・ドッキングシステムの開発・軌道上実証 C宇宙航空研究開発機構
大脳の記憶メカニズムの解明：記憶を科学する 東京大学
高効率化・長寿命有機EL材料および素子の開発 山形大学
高速原子間力顕微鏡の開発：溶液中の生体分子のリアルタイム撮影 金沢大学
テラビット情報ナノエレクトロニクスの研究・開発 広島大学
生殖細胞を用いた魚類の新たな発生工学技法 東京海洋大学
????????
加速器科学研究の発展による113番新元素等の発見 C理化学研究所　他
生物科学と情報科学の融合：生物界に学ぶ新たな情報技術の創出 大阪大学
三次元高速バイオマイクロマニピュレーションシステムの開発プロジェクト 名古屋大学
国際宇宙ステーションを中心とした宇宙環境利用の推進 C宇宙航空研究開発機構
放射線災害に対する先進的総合医療開発 広島大学
光を用いた生体計測・診断技術の研究 電気通信大学　他
?????????
??
?
地球シミュレータ：世界最高の演算性能を達成 C海洋研究開発機構　他
シリコンシーベルトプロジェクト：システムLSI設計開発拠点の構築 九州大学　他
燃料電池の劣化要因解析と加速寿命評価法の確率 山梨大学
世界最高分解能NMRマグネットの開発 C物質・材料研究機構
文化遺産オンライン構築への技術協力
情報・システム研究機構、
国立情報学研究所
?????????
生ゴミから生分解性プラスチックの生産 九州工業大学
防風効果を兼ねたマイクロ風力発電システムの開発 埼玉大学
人工衛星センサによるオゾン層モニタリング：南北両半球のオゾン破壊メカニズムを解明 C国立環境研究所　他
温暖化防止世界統合モデル：気候変動国際政策へのインパクト C国立環境研究所　他
雲解像非静力学モデルの開発：豪雨・豪雪の定量的予測 気象研究所
DNA型鑑定システム：機器分析による新しい鑑定システムの構築 科学警察研究所
氷床コアによる気候・環境変動の解明
情報・システム研究機構、
極地研究所
我が国初の高温ガス炉である高温工学試験研究炉：原子力エネルギー利用の多様化への途を拓く技術の確立 日本原子力研究所
昼夜・天候を問わない地表面観測：高分解能の航空機搭載映像レーダを開発 C情報通信研究機構
共生微生物を利用した普賢岳火砕流跡地の緑化とその効果の科学的判定 山口大学
深海観測・探査による沈没タンカーの調査および落下ロケット部品の発見 C海洋研究開発気候
?????
??????重粒子線がん治療装置によるがん治療 C放射線医学総合研究所
成人T細胞白血病原因ウイルスの母子間感染経路の解明と感染予防による地域内発がんの克服 長崎大学
GPSを用いた知床峠の除雪支援システムの開発 北見工業大学
ダイヤモンド状炭素膜応用技術開発：地域密着型産学連携による低摩擦・高耐摩擦性部材の開発 東京工業大学
???? ?
対人地雷検知装置の開発とアフガニスタンにおける適用 東北大学
難治性寄生虫病に関する免疫・分子診断法への開発：疫学への応用および流行国研究者への技術移転 旭川医科大学
???????????
触媒的不斉合成法の発案と確立：実用的な触媒的不斉水素化反応の発見・開発および工業化 名古屋大学　他
大口径・高密度プラズマ処理装置の開発：低ダメージ・省エネルギー型半導体処理装置の実用化 東北大学
Ti-Ni 系形状記憶合金の開発と産業の創出 筑波大学
機能性トリアジンジチオール：ナノ薄膜利用技術 岩手大学
MEMS技術の産業化：民間への技術移と地域産業振興 東北大学
急速充放電できるリチウムイオン二次電池の基盤技術開発 山形大学
図表 9　本調査で収集された多様な意義をもつ成果（進展）の 48 事例
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図表 10　多様な意義をもつ成果（進展）の例
価による成果の意義・分野分類等
を依頼した。特に、成果（あるい
は進展）の意義については図表８
のような多様な範囲を設定し、選
択式とした。
２‐３
調査結果と公表
　結果的に、108 機関から 848 件
の代表的成果が収集された。それ
らを図表８の意義の分類で見渡す
と、国公立大学及び公的研究機関
における代表的成果（あるいは大
きな進展）は、非常に多様な意義
をもつことが判明した。これら全
件を「成果集」の形で公開すると
ともに、その一部を事例として抽
出して（図表９）、より内容の分
かりやすい「要約版」の形にまと
めて公開し、合わせてパンフレッ
トの形でも広く配布した。図表10
は 48事例のうちの２例である。
２‐４
本調査より得られた
政策的インプリケーション
　本調査により、非常に多様な意
義をもつ国公立大学及び公的研究
機関の成果が数多く抽出された。
また同時に、個々の成果の多面的
な複数の意義も検出された。この
ような多様な成果が社会のイノベ
ーションになっていくまでには、
個々の意義が最大限に生きるよう
な支援が必要であると考えられる。
